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　本研究事業（文部科学省委託事業）も２年目に入
り多方面について実質的な調査研究がなされた。以
下研究報告の記載に沿いその概要をのべ方向性を提
示したい。
　子どもの基礎的動き、動きの評価方法に関する調
査研究協力者会議は阿江委員長を中心として11名の
委員からなり、今回は佐々木、國土、加藤の３先生
から報告をいただいた。阿江グループが以前から
行っている評価法に基づき、子どもの基礎的動き29
項目を選び、これを日常生活に関連する動作、生存・
危機への対応を考慮に入れた動作、およびスポーツ
への発展を想定した動作に分け、その達成度合いを
全体印象、および部分観点から各々Ａ，Ｂ，Ｃに評
価し、最終的に適切な指導に導いていく手法であ
る。本来ならば子どもの動きの獲得は日常のいろい
ろな生活場面で、身体に必要なだけ自然に体を動か
していくことによって獲得されるべきであるが、近
年の生活環境の変化により、動きを体感できる場所
や時間が縮小している現代においては、動きの評価
を測定記録のみでなく、その質にも求めることは優
れた方法といえる。結果的には男女間や種目間で差
はあるものの、年齢が進むにつれその達成率は確実
に向上しており、その動きの質も良くなっていた。
　子どもの身体活動量に関する調査研究協力者会議
は竹中委員長始め７名の委員の委員で構成されてい
る。今回は３テーマに基づき報告をいただいてい
る。また子どもの身体活動ガイドラインとして本年
「アクティブ・チャイルド60 min」が本グループ
により発刊された。その緒言にも書かれている通
り、本グループの目的は「からだを動かすことを厭
わない子ども」を育てることであり、そのため質を
問わず、毎日ややきつい運動を60分以上行うことを
提言している。また運動に取り組むことにより体力
低下のみならず、肥満、アレルギー、不定愁訴、心
の問題などの種々の健康阻害因子をのぞくことがで

きるとしている。確かに現在の社会で子どもの運動
実施頻度は２極化してきており、運動を全くしない
子どもの層が増加しつつある傾向がみられる。竹中
グループはこの層の行動変容を考えており、親や幼
稚園・学校を巻き込む形での行動の変容を狙ってい
る。
　子どもの体力向上実践事業モデル地区に関する調
査研究は内藤委員長を始め５名の委員からなってお
り、今期は内藤先生を始め、鈴木、丹、山神、丸山
の各委員から報告が出された。本報告書は文部科学
省が平成16年から18年の３年間に行った「子どもの
体力向上実践事業」の事業終了後の運動習慣・生活
習慣の変容の継続性に対しての調査である。今回調
査した地区すべてで、実践事業で実施されたプログ
ラムのうちいくつかのプログラムが、実践事業終了
後も学校教育の中に無理のない範囲で組み入れら
れ、継続されていること、また特に実践事業を経験
した学年の児童の体力テストの結果が優れる傾向が
あることが判明した。
　各種スポーツクラブに関する調査研究協力者会議
は木村委員長を中心として６人の委員からなってお
り、実態調査としては総合型地域スポーツクラブに
おける全国的な実態調査を実施した。特に幼児を対
象とする指導についての実態調査、成功例、特異例
の収集、スポーツ少年団所属児童を対象とした基礎
的動きと身体活動量の評価を行った。また調査研究
として、各種スポーツクラブにおける幼児・児童へ
の指導法の検証・評価し、幼児・児童への適切な指
導法が検討された。
　最後に、運動プログラム作成に向けた取り組みと
して経験豊富な松尾先生に、実に61種目にもわたる
運動プログラムの紹介と実践にあたってのノウハウ
を書いていただいた。
　本年は本事業の中間年であり、子どもたちの実態
調査や身体操作能力の分析、具体的な遊びや運動の
種類、年齢、発育段階に応じた選び方などが中心と
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なった。これらを集約し、いかに教育・啓発の資料
を作成し、子どもに、親に、そして現場の指導者に
伝えていくかが今後の課題である。
　現在日本学術会議健康・スポーツ科学分科会も子
どもの運動・スポーツの関してのガイドラインを策

定中であり、お互いが協力し、現在の運動しない子
どもたちの生活様式の変容を促すような、普及啓発
ができることを期待したい。ここに本年度の成果を
まとめ、最終年度に向けての弾みとする。


